
さいたま市はるの園 さいたま市さくら草学園 さいたま市杉の子園

①所在地
見沼区春野２丁目３番５号

①所在地
浦和区領家１丁目５番１６号

①所在地
中央区大戸２丁目７番１７号

③施設の概要
開設時期
　平成２３年４月
敷地面積
　８８２．３８㎡
延床面積
　７９９.３５㎡
構造
　鉄筋コンクリート造
　２階建て
主な施設
　指導室、集会室、医務室、事
務室、相談室、調理室等

事業内容
　児童発達支援センターとして
の下記の業務
・児童発達支援事業
　　定員３０人
・保育所等訪問支援事業
・特定相談支援事業
・障害児相談支援事業

③施設の概要
開設時期
　昭和４８年４月
敷地面積
　１，１７７．５４㎡
延床面積
　３４５.７０㎡
構造
　鉄筋コンクリート壁式構造
　平屋建て
主な施設
　指導室、集会室、医務室、
　事務室、相談室、調理室等
事業内容
　児童発達支援センターとして
の下記の業務
・児童発達支援事業
　　定員３０人
・保育所等訪問支援事業
・特定相談支援事業
・障害児相談支援事業

③施設の概要
開設時期
　昭和５４年７月
敷地面積
　９６１．６６㎡
延床面積
　４６６．３０㎡
構造
　木造 ２階建て
主な施設
　指導室、集会室、医務室、
　事務室、相談室等
事業内容
　児童発達支援事業所として
の下記の業務
・児童発達支援事業
　　定員３０人
・保育所等訪問支援事業
・特定相談支援事業
・障害児相談支援事業

令和2年度指定管理者評価シート

１．管理運営の状況等

（1）施設名

（3）指定管理者

（4）指定期間、指定管理料

②施設の設置目的
　児童福祉法第４３条に規定する児童発達支援センター（はるの園、さくら草学園）、同法第６条
の２の２第１項に規定する障害児通所支援を行う施設（杉の子園）として障害児の支援及び相
談支援（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第１８に規定
する相談支援をいう。）並びに障害児相談支援（児童福祉法第６条の２の２第７項に規定する障
害児相談支援をいう。）を行う。

（2）施設概要

社会福祉法人　さいたま市社会福祉事業団

①指定期間
令和２年４月１日～令和７年３月３１日
②指定管理料
令和２年度（３施設） １０７，９７６千円
令和３年度（３施設） １０７，９７６千円
令和４年度（３施設） １０７，９７６千円
令和５年度（３施設） １０７，９７６千円
令和６年度（３施設） １０７，９７６千円



さいたま市はるの園 さいたま市さくら草学園 さいたま市杉の子園

①運営業務の状況
　（利用状況含む）
児童発達支援
◇利用状況
　・延利用者数６，１１３人
　　（前年度６，１９６人）
　・平均利用者数２６．１人
　　（前年度２６．８人）
　・稼働率８７．１％
　　（前年度８９．４％）
◇業務実施状況
　開園日数：２３４日
　２～５才児の療育指導
　発達相談、遠足、
　運動会、健康診断、
　施設開放　等

①運営業務の状況
　（利用状況含む）
児童発達支援
◇利用状況
　・延利用者数４，３５１人
　　（前年度４，８４７人）
　・平均利用者数１８．５人
　　（前年度２１．０人）
　・稼働率６１．７％
　　（前年度６９．９％）
◇業務実施状況
　開園日数：２３５日
　２～５才児の療育指導
　発達相談、遠足、
　運動会、健康診断　等

①運営業務の状況
　（利用状況含む）
児童発達支援
◇利用状況
　・延利用者数４，３２０人
　　（前年度４，６６５人）
　・平均利用者数１８．５人
　　（前年度２０．２人）
　・稼働率６１．５％
　　（前年度６７．３％）
◇業務実施状況
　開園日数：２３４日
　２～５才児の療育指導
　発達相談、遠足、
　運動会、健康診断　等

保育所等訪問支援
◇利用状況
　・契約人数１８人
　　（前年度２２人）
　・延べ利用人数２１件
　　（前年度２２件）
◇業務実績状況
　・保育園、幼稚園への
　　訪問による支援

保育所等訪問支援
◇利用状況
　・契約人数２９人
　　（前年度２６人）
　・延べ利用人数７６件
　　（前年度９２件）
◇業務実績状況
　・保育園、幼稚園への
　　訪問による支援

保育所等訪問支援
◇利用状況
　・契約人数１７人
　　（前年度１８人）
　・延べ利用人数１４件
　　（前年度１９件）
◇業務実績状況
　・保育園、幼稚園への
　　訪問による支援

相談支援
◇利用状況
　・契約者数２１９人
　　（前年度２０７人）
◇業務実績状況
　一般相談及び計画の作成
　・障害児支援３１９件
　・継続障害児支援２８６件
　・サービス利用支援０件
　・継続サービス利用支援０件

相談支援
◇利用状況
　・契約者数１５８人
　　（前年度1４３人）
◇業務実績状況
　一般相談及び計画の作成
　・障害児支援２５０件
　・継続障害児支援１５５件
　・サービス利用支援０件
　・継続サービス利用支援０件

相談支援
◇利用状況
　・契約者数１８１人
　　（前年度１８０人）
◇業務実績状況
　一般相談及び計画の作成
　・障害児支援１６５件
　・継続障害児支援１４６件
　・サービス利用支援６９件
　・継続サービス利用支援
　　１２６件

②維持管理業務の状況
　・定期清掃業務
　・警備業務
　・施設消毒業務
　・消防設備保守点検業務
　・昇降機設備点検 業務　等

②維持管理業務の状況
　・定期清掃業務
　・警備業務
　・施設消毒業務
　・消防設備保守点検業務
　　　　　　　　　　　　　　　等

②維持管理業務の状況
　・定期清掃
　・警備業務
　・消防設備保守点検業務
　・園内殺虫消毒業務　等

③その他の業務
なし

③その他の業務
なし

③その他の業務
なし

（5）施設の管理運営の内容



①収入
・障害福祉サービス等
　事業収入９６，１６０千円
　（前年度９１，４７６千円）
・指定管理料３４，５８３千円
　（前年度３１，７０６千円）
・その他１７，４３７千円
　（前年度１，７５６千円）

①収入
・障害福祉サービス等
　事業収入６６，８７７千円
　（前年度７３，９９５千円）
・指定管理料２２，１５１千円
　（前年度３４，４５３千円）
・その他１８，８８５千円
　（前年度１，５９３千円）

①収入
・障害福祉サービス等
　事業収入３７，５３６千円
　（前年度３６，８６４千円）
・指定管理料５１，２４２千円
　（前年度４１，７０３千円）
・その他６，１４７千円
　（前年度１０，９０５千円）

②支出
・人件費１０１，１１５千円
　（前年度７２，６４３千円）
・事務費３，３０６千円
　（前年度２，９７８千円）
・施設管理費１３，９９７千円
　（前年度１６，７３８千円）
・事業費３，８５８千円
　（前年度３，２６４千円）
・繰入金支出２３，９６６千円
　（前年度２７，９３６千円）
・その他１，９３８千円
　（前年度９８２千円）

②支出
・人件費７８，４００千円
　（前年度７８，７４４千円）
・事務費２，１８２千円
　（前年度１，９３６千円）
・施設管理費１１，７０２千円
　（前年度１０，３９１千円）
・事業費１，６９０千円
　（前年度２，０１０千円）
・繰入金支出１３，０１５千円
　（前年度１２，８９６千円）
・その他９２４千円
　（前年度９０１千円）

②支出
・人件費７９，０１６千円
　（前年度７２，２１９千円）
・事務費３，２７７千円
　（前年度３，４０５千円）
・施設管理費１，９０４千円
　（前年度１，８７４千円）
・事業費１，８３３千円
　（前年度７７４千円）
・繰入金支出８，７５６千円
　（前年度８，６７６千円）
・その他１３９千円
　（前年度５５１千円）

・フォローグループの保護者か
ら『子どもが利用している時間
に保護者同士、談話ができると
良い』とのご意見があり、支援
中保護者が利用し、歓談のでき
る部屋を確保した。
・ごはんしか食べないお子さん
の保護者から『ごはんのおかわ
りをさせてほしい』と要望があっ
たが、支援内容を検討し、ごは
んのおかわりでなく、他の食材
を促し、その結果他の食材も口
にするようになってきている。
・新型コロナウイルス感染症の
状況から懇談会が年度の後半
に1回のみの開催であったこと
で、『もっと早い時期からあると
良かった』とのご意見があり、令
和3年度は計画通り行うよう進
める予定である。

・新型コロナウィルス感染症の
影響により、中止になる行事が
あった。保護者から『行事を
行ってほしい』との要望があり、
感染症対策を徹底したうえで、
内容を簡易化した行事（参観
日、遠足等）を行った。

・防犯面で、『関係者以外でも
敷地内に入れそう』というご意
見があり、利用児が登園中
は、玄関・廊下・指導室の常
時施錠は行っていたが、営業
時間中の常時施錠と実践形
式で防犯の園内研修を行い
対策の強化を行った。
・新型コロナウイルス感染症
の影響で、懇談会が減少した
ため、『もっと懇談会を増やし
てほしい』と要望があった。今
後は保護者同士が情報交換
できるように、時間設定をして
いく。

（8）その他

（6）収支状況

（7）利用者アンケート等による
　　市民からの意見・要望等へ
　　の対応



（指定管理者から提案のあった項目の達成状況）

提案内容

２．提案内容の達成状況

達成状況

　サービスの向上のため、利用児の発
達段階に応じたグループの編成や、専
門職による支援を実施するとともに、
給食提供施設では、栄養士による栄
養管理等を実施します。

　季節に合わせた行事を実施するとと
もに、幼稚園、保育園での交流保育、
地域の図書館、児童センターなどの社
会資源を活用し、利用児の興味を広げ
ます。

　さくら草学園では、２歳児クラスのクラス編成、プログラムを変更し利用希望児の受入れ人数
を増やした。フォローグループを１グループ増やせる体制をとった。また、杉の子園では、年度
当初は２歳児クラスを１クラスで行っていたが、利用希望が多かったため、年度途中で１クラス
増やし指導を行った。
　月１回管理栄養士を中心に給食委員会を開催し、喫食状況を確認するほか、食べやすさ、嗜
好を反映しているかなど保護者等からの要望を組み込んだ献立を作成し提供をした。提供の際
には園児が安心して食品を摂取できるよう具材の大きさ、盛り付け方を工夫した。また、はるの
園と杉の子園では作業療法士が昼食時に摂食指導を行った。

　行事等については、規模の縮小や公共交通機関を使用しない移動手段に変更するなどの新
型コロナウイルス感染症対策を徹底し、実施した。なお、来館者の増える土曜参観について
は、施設の規模や環境、感染対策状況などを考慮し、２施設での実施とした。
　交流保育については、保育園と協議を行い感染症対策を徹底し、さくら草学園での年長児の
個別交流のみ実施した。

　関係機関との連携により、さいたま
市内のサービスを必要としている方に
施設を知っていただき、新規利用児の
獲得を目指します。

　職員の専門性を法人内の他事業で活用するため、施設長、児童発達支援管理責任者、相談
支援専門員等が市内の児童センターに出向き『発達相談』を行った。地域の保護者の子育て不
安に寄り添い、アドバイスを行ったり児童発達支援事業所の利用につなげた。（各施設３箇所の
児童センターを担当）
　本年度より、はるの園と杉の子園に作業療法士を常勤で配置し、動作能力の向上を目的とし
た作業訓練指導を行い、利用人数の増加につなげた。

　当法人の療育施設の担当者及び施
設長による定期的な会議をもち、情報
の共有や研修などを行います。

　療育施設６園で実務担当者会議を５回開催した。内容としては、虐待防止マニュアルの見直
し、修正、チェックリストの実施回数の検討を行た。（マニュアルは、令和３年度に改定予定）
　実務担当者会議主催の事例検討会をさくら草学園とはるの園で行う予定であったが、新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止のため参集での開催を変更し、書面で資料を各施設に配付し、
それをもとに各施設で討議し意見、感想をまとめ全施設で共有した。
　保育所等訪問支援に関わる職員対象の会議を１回開催した。
　相談支援専門員は、各区の会議に参加するほか、法人内の相談支援専門員の会議をもち、
地域資源の情報を共有し、困難事例等のケース検討を行った。
　施設長の会議を開催し、新型コロナウイルス感染防止対策等の情報交換を行った。

　意見箱の設置と利用者アンケートを
実施します。また、保護者懇談会等で
ニーズを聞き取り、行事や活動内容に
生かします。

　利用者アンケートでニーズを把握するだけではなく、クラス懇談会、個別面談、家庭訪問等
ニーズを聞き取れる機会を多く設定した。また、親子登園日をニーズが聞き取れる機会と考え、
保護者と職員の普段の会話の中から個々のニーズをくみ取るよう心がけた。意見箱の利用が
なかった施設は、意見箱を利用しやすい設置場所を検討した。

　幼稚園・保育園等での状況を把握す
るとともに、園の先生と連携を図りなが
ら、支援やアドバイスを行います。

　新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から訪問時期や時間帯を調整し、児童が利用する
幼稚園・保育園・子ども園等へ訪問を支援を実施した。カンファレンスについては、訪問時間内
で行えない場合は後日電話で行うなど臨機応変に対応した。訪問支援が行えない場合は、利
用児や利用している園に電話で情報交換やアドバイス等を行った。



（1）指定管理者による評価

（2）さいたま市の評価（評価担当課：子ども未来局総合療育センターひまわり学園総務課）

（3）来年度の管理運営に対する指導事項等

　新型コロナウイルス感染拡大防止のため分散登園を実施し、登園しない利用児に対しては定期的に電話による支援を行った。行事
等については感染対策を徹底し、実施可能な行事を行い、サービスの低下を招かないよう努めた。感染防止対策として利用児・保護
者・職員の毎日の健康観察の徹底、送迎バス乗車時の検温・手指消毒・バス内の消毒・換気の徹底、おもちゃや設備の消毒の徹底の
ほか、３密を避ける対策として利用児同士の接触機会の制限（クラスごとの活動、移動）昼食時の配慮（席を離す）を行い感染防止に努
めた。また、指定管理計画書に沿った事業を可能な範囲で実施した。具体的には以下のとおりである。
①児童発達支援事業では、利用児一人ひとりの発達段階や特性に応じたクラス編成を行い、 様々な遊びや人との関わりを通して興味
の幅を広げ、魅力ある活動プログラムを実施するとともに、利用児の成長にあった指導を行った。
②保育所等訪問支援事業では、 感染症防止の観点から訪問時期や時間帯を調整し、児童が利用する幼稚園・保育園・子ども園等へ
訪問を支援を実施した。カンファレンスについては、訪問時間内で行えない場合は後日電話で行うなど臨機応変に対応した。訪問支援
が行えない場合は、利用児や利用している園に電話で情報交換やアドバイス等を行った。
③相談支援事業では、利用児・利用者やご家族等の背景の把握に努め、丁寧なアセスメントを行った。個々のニーズを的確に把握し、
適切なサービスが受けられるようにサービス等利用計画案並びに障害児相談支援利用計画案の作成を行った。感染防止のため初回
利用児・利用者に対する家庭訪問ができない場合には、電話での丁寧な聞取りを行い、計画案の提示については郵送でのやりとりを
活用した。

総合評価（B）※A～Ｄ

【市民の平等利用、市民サービスの向上、利用促進等に関する取組】
　外部研修が新型コロナウイルス感染症拡大により縮小、中止される中で、オンライン会議や職場内研修の充実を図り、資質の向上に
努めたこと。また、イベント等が縮小や中止されることもあったが、電話対応の強化、分散登園等の感染症対策を取りながら陽性者を
発生させることなく、事業継続し利用者へのサービス提供に努めた点を評価した。
【市民サービスの水準を保持した収支計画に関する取組】
　消耗品や日用品、光熱水費等の見直しを行い、計画的な予算執行に努め、予算と決算に大きな乖離がなかった点を評価した。
【適正な管理運営の確保に対する取組】
　感染症対策や室内の清潔を保つための玩具の消毒、また園庭遊具の点検の実施など適正な管理運営を確保するために取り組んだ
点を評価した。

・適正な管理運営及び感染症対策を継続するよう指導します。

３．評価


